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　　Ｉ　問題の所在

　特需という歴史用語によって，一般的に想起されるのは，朝鮮戦争勃発

を機に発生した米軍（国連軍）の軍需調達，すなわち朝鮮特需である。

　しかし，朝鮮特需と特需とは同義ではない。特需とは，①在日米軍等に

よる日本国内での物資・サービスの調達と，②アメリカ等の軍人・軍属お
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よびその家族による日本国内における消費のことである。特需一般

は，1950年６月25日以降の在日米軍等の外貨（主としてドル貨）による調

達をすべて含むが，朝鮮特需は，朝鮮戦争期に限定される。しかも，朝鮮

特需は，朝鮮戦争の全期間（1950年６月25日の朝鮮戦争勃発～1953年７月27

日の朝鮮休戦協定調印）ではなく，朝鮮戦争の最初の１年間（1951年６月ま

で）に限るのが妥当だと考えられるので，時間的にも特需が存在した期間

のうちごく短期間をカバーするにすぎない1）。

　本稿では，朝鮮特需を含めて，1950年代を通して特需を考察する。朝

鮮特需に限定しない理由は，以下のとおりである。

　検討対象を朝鮮特需に限定した場合には，国外からもたらされた追加需

要という偶発的な側面のみが強調され，朝鮮特需のインパクトが，国内政

治・経済や対外関係を変化させたプロセスが欠落してしまう。具体的に

は，1951年以降における特需の継続（「新特需」）をめぐる日米間の外交交

渉（「日米経済協力」）や，それを通じて形成された講和後の新たな日米関係

などが視野の外に置かれることになる。

　特需は朝鮮戦争のみならず，在日米軍基地，アメリカの対日援助の問題
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とも密接に関連していた。日米の軍事関係と経済関係との結節点とも言え

る特需は，歴史分析の対象としてもっと注目されてもよいように思われる。

本稿は，1950年代を，技術革新と高度成長だけで説明する傾向が強い経済

史研究と，講和・安保の問題に圧倒的な重点が置かれている政治・外交史

研究を架橋し，より総合的な1950年代像を示す足掛りを提供することを

目指している。

　朝鮮特需に限定せずに特需を論じることは，けっして，朝鮮戦争のモー

メントを軽視することにはならない。

　朝鮮半島において冷戦が熱戦に発展し，また朝鮮戦争中の1951年９月

に日米安全保障条約が締結されたことは，日本の米軍基地の役割を，占領

のための軍事基地から，極東におけるアメリカの軍事拠点へと大きく変貌

させた。したがって，特需の起点としての朝鮮戦争の重みが決定的である

ことは誰の目にも明らかである。

　朝鮮戦争は日本にとっては偶然的な事件である。しかし，朝鮮戦争の衝

撃は，日本を取り巻く国際関係全般に大きな変化を引き起こし，講和後の

日本の方向を規定した。朝鮮戦争が起きなければ，講和後の日本の姿はか

なり異なっていたであろう。本稿は，特需の起点としての朝鮮特需の分析

にとどまらず，その後，特需が日本経済にビルトインされて行く過程も合

わせて分析する。

　以上が，本稿の分析を朝鮮特需に限定しない理由であるが，他方

で，1950年代を対象とした理由にも触れておく必要があろう。

　朝鮮戦争が膠着状態に陥った後の1950年代前半には，特需を機軸に

「基地経済」が形成され，さらには「極東の兵器廠」への道も模索される

ことになる。しかし，1950年代後半になると，アイゼンハワー政権の対

外政策の変化，日本の高度成長の進展などにより，外交的にも経済的にも，

特需の重要性は低下した。最終的には，1960年代初頭に，アメリカがド

ル防衛政策の一環として域外調達を停止したことにより，特需は，在日米
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軍基地を存続させるのに必要な最低限まで縮小された。

　このように，朝鮮戦争によって発生した「朝鮮特需」は，1951年以降

「新特需」に発展し，55年以降に縮小するという１つのサイクルを描いた

ので，1950年代を取り出して論じるのが適切であろう。ただし，特需が

日本経済にとって決定的に重要な意味を待ったのは，1950年代前半に限

定されるので，分析の力点はこの時期に置かれる。

　特需は数量的には，1960年にボトムに達したのち，1960年代半ば以降，

べトナム戦争の拡大により増加に転じた。しかし，「べトナム特需」が日

本経済に与えた影響は，1950年代の特需と比較すれば，また，東アジア，

東南アジア諸国の「べトナム特需」と比較しても，それほど大きくはなか

った。いずれにしても，「べトナム特需」は特需の第２サイクルであるか

ら，1950年代の特需の第１サイクルとは切離して論ずべきであろう。

　本稿の限界は，沖縄を本格的な分析の対象に加えなかった点である。そ

れは，施政権返還以前の沖縄関係の史料が，本土の史料とは種類が異なる

ために，沖縄を分析しようとすれば，膨大な作業を別に行う必要があると

いう技術的な理由からである。今後，沖縄を対象とした同種の研究が出現

することを期待したい2）。

　最後に，先行研究について言及する。これまで特需に関する研究はほと

んど存在せず，管見する限りでは，「日米経済協力」に関する山本満3），

中村隆英4）の研究と，朝鮮特需の経済効果を産業連関分析により計測した

米澤義衛の研究5）があるだけである。また，朝鮮戦争後の韓国の対日調達

に関する分析を含む李鍾元の研究6）は，本稿と密接に関連している。しか
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し，1950年代全体を通して特需を明らかにする試みは，これまでなされ

て来なかった。

　これらの先行研究の中で，本稿の全体的枠組みと関係する中村論文に

ついて触れておきたい。中村は，1951年～52年の「日米経済協力」構想

において，講和後も特需を継続する必要性が主張され，講和後の一時期，

「新特需」として実現したことを明らかにしようとした。中村の論文は，

「日米経済協力」は掛け声だけで,実体がなかったとする通説（山本満ら）

に対する批判となっている。

　しかし，中村の分析は，自ら「試論」と断っているように，講和条約発

効後の特需継続の実態についてはほとんど実証していない。特需の継続を

検証するためには，1952年～55年の時期を分析する作業が残されている。

　本稿では，特需の継続（「制度化」）という中村の視角を引き継ぎ，1950

年代における特需継続の正否について全面的分析を試みる。

　分析に入る前に，本稿全体の構成を示しておきたい。

　最初に，特需の定義と，1950年代を通じた特需の概観を示し，その後，

時間的順序に従って，①朝鮮特需，②「日米経済協力」構想と新特需，③

講和条約発効以後の特需，④1950年代半ばの特需減少とその対策，⑤50

年代後半の特需の変容と1960年の域外調達の停止について述べる。

　　II　特需の概観

１　特需の定義

特需の語源　特需は，「特別需要」ないし「特殊需要」の略語である1）。
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　通産省の作成した一資料は，「特需」という言葉を最初に用いたのは，

『日本経済新聞』だと述べている2）。まず，この点を確かめておきたい。

　「特需」が『日本経済新聞』によって初めて使用されたことを証明する

のは困難だが，主要な新聞のなかで，同紙がもっとも早くに，「特需」を

用いたことは確認できる。『日本経済新聞』７月16日の一面記事「朝鮮動

乱と日本経済」に「特需の出方が景気のカギ」とあるのが，主要新聞の紙

面における「特需」の初出である3）。
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　国会議事録からは，７月21日の衆議院，参議院の通商産業委員会で，

はじめて，「特需」という言葉が登場したことが確認できる4）。早くもこ

の頃には「特需」が人口に膾灸していたわけで，ごく短期間のうちに，こ

の言葉が普及したことになる。

　政府等の公的機関は，７月末頃には，内部文書で一般的に「特需」を用

いるようになった。日銀調査局の「特需」に関する報告を追って見る

と，1950年７月13日の「朝鮮事変の日本経済に影響」，７月17日の「朝

鮮事変の日本経済に及ぼす影響（追補第一）」では，まだ「特需」は用いら

れておらず，「朝鮮作戦関係物資の調達」などと表現されていた。７月25

日の「朝鮮事変の日本経済に及ぼす影響（追補第二）」で初めて，「特需」

という言葉が出現した5）。

　しかし，「特需」はあくまでも通称であり，法律，通達，公表文書のタ

イトルとしては，「特需」の名称は採用されなかった。たとえば，日銀は

８月１日に「朝鮮動乱に伴う特需物資の製造・加工・集荷資金等」への貿

易手形の準用措置を実施した6），原文書のタイトルは「韓国動乱に伴う米

軍購買機関発註関係所用資金に付き貿易手形制度を準用する件」であり，

「特需」という言葉は用いられていない7）。また，政府が1950年８月15
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日に設置した特需情報連絡会も通称であり8），正式名称は「情報連絡会」

であった9）。

　以上を要約すれば，「特需」は，1950年７月半ばに初めて新聞に登場し

て，またたく間に普及し，１ヵ月も経たないうちに議会での発言，政府等

の内部文書にも出現するようになった。

　特需に相当する英語は, special　procurement (特別調達）である。朝鮮

戦争初期のＧＨＱ/ＳＣＡＰ文書では, Korea　procurement, emergency pro-

curementなどの言葉が用いられ, special procurementは，ほとんど登場

しない1o）。朝鮮戦争の調達を，追加的な特別な調達（ないし需要）と見る

のは，特需によって経済的利益を受ける日本側の発想であるから, GHQ/

ＳＣＡＰの側が，積極的にこの言葉を用いなかったのは当然であろう。

特需の定義　特需の範囲，内容は時期を経るにつれて変化したので，特需

の簡潔で一般的な定義を与えるのは難しい。

　たとえば，『広辞苑』の特需の定義，「特別な需要。一般に，在日米軍が

日本で調達する物資・役務に関する需要をいう」は，概説書や教科書等で

用いる定義としては，十分に意を満たしているが，専門用語として用いる

には，厳密性に欠ける。

　特需の定義としては，通産省のつぎの定義がもっとも厳密であろう11）。
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　「特需とは，各種の米国購買機関が各種のドル資金を使用して，各種の

支払方法により，業者と直接又は間接に契約，購買するもので，一種の内

国貿易の形をとるものをいう。」

　①外国の機関が日本国内で調達する物資・サービスであることしたが

って，通常の貿易とは区別される12）），②外貨（主としてドル貨，一部ポンド貨）

によって支払が行われること，の２点が要点である。

　通産省の定義が，適切であるのは以下の理由からである。

　第１に，購買の主体が各種の米国購買機関とされ，在日米軍だけでなく，

アメリカ政府の援助機関の日本における窓口も購買主体に含められている。

1950年代の特需においては，在日米軍の物資・サービスの調達と並んで，

アメリカ政府による主として東南アジア向けの援助物資の日本での調達

（域外調達）13）も重要な意味を持ったので，米軍に限定すると，特需の全体

をカバーできない。

　第２に，この定義によれば，日米行政協定第25条にもとづく，日本の

財政資金（防衛分担金）による米軍のための物資・サービスの調達は含ま

れない。占領終結と共に「終戦処理費」は廃止されたが，新たに日米行政

協定にもとづいて日本政府の一般会計に「防衛分担金」が設けられ，日本
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政府は米軍基地経費の一部を負担し続けることとなった。「防衛分担金」

による米軍用物資・サービスの調達は円貨で行われ，統計上は，特需とし

て計上された。しかし，特需の本質的意義は，ドル貨収入を日本にもたら

したことにあるのだから，日本政府の財政資金による円貨での調達までも

含めると，特需の概念が曖昧になる。

　上記の定義のなかで修正を要する点は，英連邦軍14）による調達を特需

に含めていない点である。英連邦軍による調達は，金額からすれば，最大

で特需総額の3.5% (1954年）を占めたにすぎないが，特需の定義には英

連邦軍の調達も含めたほうが厳密である。

　以上の検討を踏まえて，本稿では，前掲の通産省の定義を若干改め，特

需を以下のように定義したい。

　「特需とは，米軍，米国購買機関，英連邦軍が，ドル資金（あるいはポン

ド資金）を使用して，日本の業者と直接または間接に契約を結んで，実施

する物資・サービスの調達であり，一種の内国貿易の形をとる。」

２　特需の構成と推移

　（1）特需の構成

　特需の全範囲をカバーする特需収大高の統計15）にそって，特需の構成

を見ておきたい（図1，表1）16）。
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図１　特需収入高（暦年）

円セール（外国系銀行における軍隊に対する円貨売却）米軍振り出しのドル

小切手と引き換えに米軍指定銀行（米系銀行在日支店）17）が円を売却するこ

と。主として，米軍人・軍属およびその家族の個人消費に充てられるが，

一部は，ＰＸ等の維持資金・物資買入資金に充てられる。

　占領軍として駐留した連合国軍軍人・軍属も日本において消費物資を購

入しており，円セールに相当する仕組みは，占領初期から存在した。占領

期には，円ドル交換回転基金（1948年８月設定）または米軍と日銀との円

ドル交換取引によって，軍人・軍属が軍票を円に交換し，消費物質の購入

に充てることがあった。
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　日米行政協定の実施に伴い，1952年６月から上記の円セール方式に切

替えられた。円セールは，1976年廃止された18)。

　米軍預金払込　米軍各部隊が，日銀の本店または支店に有する当座預金

口座に，米政府小切手を払い込むことにより，円貨を取得すること。この

円貨をもって，米軍支出官は，物資・サービス(在日米軍労働者賃金を含む)

の支払を行う。

　講和条約発効までは，特需物資・サービスの支払は，米政府小切手によ

って直接，業者に支払われていた。日米行政協定にもとづき，1952年４

月以降は，日本銀行本支店に円建の軍名義の当座預金口座が設けられ，こ

の口座を通じて特需等の支払がなされるようになった。

沖縄建設工事代金受取　日本の業者が沖縄基地建設工事を請け負うことに

よって得た外貨を，円貨に交換したもの。日本本土で支払われたもの，沖

縄で支払われて日本本土に送金されたものの双方を含むが，沖縄で支払わ

れ，本土に送金されないもの(主として現地の業者に支払われた分)は含ま

れない。

その他米軍関係　在日米極乗車以外の支払，および，在日国連軍要員に対

する個人送金等。

ＩＣＡ等　アメリカの援助資金を用いて，日本から物資を購入し，輸出す

るもの。 ICA (米国国際協力局, InternationalCooperation Administrationの略称)

の援助実施計画にもとづき，アメリカ政府機関GSA (General Service Ad-

ministration)の調達機関EPS (Emergency Procurement　Service)がこの業務を

行う。 1951～53年には, MSA(相互安全保障庁)および技術協力局が，1953
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～55年にはFOA (Foreign OperationsAdministration)が対外援助を管轄した

が，1955年７月に，国務省の外局として設けられたＩＣＡが，経済技術援

助を所管することになった。 ICA は，ＦＯＡの業務のうち，経済・技術援

助業務を引き継ぎ，軍事援助は国務省の直轄となった19)。

　なお，表１のＩＣＡ等の項目には，韓国復興機関であるUNKRA (United

NationsKorean ReconstructionAgency)による調達も含まれている。

英軍関係　英連邦軍関係のポンド支払。英連邦軍は，すべて，円セール方

式で行っていたので，軍関係消費と個人消費の双方が含まれる。英連邦軍

に対する円セールは，住友銀行呉支店が日銀の代理として行った。 1957

年廃止。

　広義に特需と呼ぶ場合には，上記のすべてを含むが，狭義には，在日米

軍の物資・サービスの調達(米軍預金払込)のみを指す。本稿では，とく

に断らない限りは，広義の意味で｢特需｣を用いる。

　(2)特需の推移

Ａ　特需収入高

全体的動向　1950年代の特需の収入額は，1952年，53年をピークとして，

左側が急傾斜，右側が緩やかな傾斜の山形のカーブを描いている(図1)。

　特需収入額は，朝鮮戦争が始まった1950年には約１億5,000万ドルで

あった。戦争が膠着状態に陥った頃から，特需はかえって増大し，51年

には約５億9,000万ドル，52にピークの，約８億2,000万ドルに達した。

53年は，52年とほぼ同水準の約８億1,000万ドルを保った。その後，1954

年には約６億ドルまで急減し，その後，1960年代前半まで漸減していっ

た。1955年から60年は４億ドル～5億ドル台で推移したが，61年以降３
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億ドル台にまで落ち込んだ。

　図１には示していない1960年代の推移について一言触れておこう。特

需収大高は，1964年をボトムに，ベトナム戦争の激化とともに，特需は

増加に転じ，66年には約４億8,000万ドル，70年には約６億6,000万ド

ルまで回復した2o）。

構成の変化　つぎに，特需の内容に着目してその推移を見たい。

　在日米軍による物資・サービスの調達だけ（狭義の特需）を見ると，1952

年のピーク（約５億ドル）と，1954年以降との落差は大きい。 1954年には

50年の半額以下の約２億4,600万ドル，57年には約1/3の，約１億5,500

万ドルに激減している。

　在日米軍の調達の急減を補ったのが，1950年代後半に拡大したＩＣＡ等

（＝ＩＣＡ輸出）である。しかし，在日米軍の調達の減少を埋め合わせるだ

けの金額には達していない。

　円セール（米軍人・軍属および家族の消費等）は，1950年代半ば以降在日

米軍人の数が大幅に削減された（1952年の26万人から，55年15万人，57年

７万7,000人に削減）割には，減少しておらず，特需を下支えする役割を果

した。

　沖縄建設工事は，特需の中では小さな比重しか占めていない。また，ほ

ぼ1951年～53年に集中している。

Ｂ　特需契約高

特需契約高統計の性格　特需支払高とは別に，特需契約高に関する統計が

存在する（図2）。この統計は，1950年６月の朝鮮戦争勃発とともにGHQ/
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図２　特需契約高の推移（1950～62年）

SＣＡＰ経済科学局計画統計課が作成を開始した。その後，1952年７月に

在日アメリカ大使館がこの業務を引き継ぎ，さらに，1953年10月以降，

日本銀行に移管された21）。データは，1962年12月分まで公表されており，

日本銀行『経済統計月報』，『本邦経済統計』に掲載されている。

　特需契約高統計は，特需の全体を俯瞰するデータとしては以下の欠点が

あり，適切ではないので，特需全体を把握するためには，先に見た特需収

入高のデータを用いるのがよい。

　この統計は，第１に，カバーする範囲が狭く，米軍による本邦内での物

資・サービスの調達（すなわち狭義の特需）にほぼ限定されている22）。第２
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に，この統計には日本側の財政資金（防衛分担金）による円ベースでの調

達も含まれており，しかも，円ベースでの契約額を分離できない。前述し

たように，防衛支出金による調達は，本来は特需に含めるべきではない。

第３に，調達庁を通じて行われる労務の調達が含まれていない。

　以上のように，特需契約高統計の範囲は，在日米軍のドルと円ベースで

調達（ただし調達庁を通じる労務調達は含まれない）だけであり，軍人・軍属

の個人消費（円ベース）もカバーされないので，特需の全体的な動向をつ

かむためには狭すぎる。

　しかし，この統計には利点もあり，利用価値がある。受取額データでは，

需要の発生と支払との間に数カ月の時間的なズレが発生するが，特需契約

データでは，需要の発生との時間的ズレがない。米軍による買い付けが，

いつ増減したのか正確に知るには，このデータの方が適切である。

特需契約高の推移　特需契約高の推移を年次別に見ると，1953年の約４

億4,400万ドルがピークであり，1951年の約３億5,400万ドルがこれに

次ぐ。しかし，前述したように，1951年の金額には，「終戦処理費」によ

る調達分か含まれていないので，この統計では，両時点を比較できない。

　物資の契約高は，1953年の約２億6,100万ドルが最大で，51年の約２

億5,500万ドルがこれに次ぐ。サービスは，1953年の約１億8,300万ド

ルがピークである。

特需支払高統計　なお，特需契約高統計と対になって特需支払高統計が

『経済統計月報』，『本邦経済統計』に掲載されている（図3）。支払高統計

は，基本的には，特需契約高統計に対応しているが，調達庁を通じた労務
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図３　特需支払高の推移（1950～62年）

調達を含む点が契約高統計とは異なる。図２と図３の特需総額の差は，主

として労務調達が含まれているか否かによるものである。

　特需支払高は，1953年がピークとなっており，52年，54年がそれに次

いで多額である。

　「防衛分担金」による支払（＝円ベースの特需）は，1954年の約１億8,500

万ドル（ドル換算）がピークであった。

　（3）外貨収入における特需の位置

　ドル不足が深刻であった1950年代において，特需は日本にとって，貴

重なドル収入源であった。

　日本の外貨収入における特需の割合は，とくに1950年代の前半には貿

易と匹敵するほどの大きな割合を占めた。特需は，外国為替統計において
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は，経常取引の「軍関係取引」の項目に分類されるが, 1952, 53年の周

年には，特需による外貨受取額は経常取引（貿易十貿易外受取）の外貨受取

額の1/3以上, 51, 54年にも1/4を占めた（表2）。

　1950年代には日本の外国為替収支は，ドル，ポンド，オープン勘定の

三分されていた。この３つの勘定のうち，ドル勘定の赤字は著しく，ドル

不足が対外決済上の重要な問題であった。特需がドル不足を補うのに大き

な役割を果したことは，図４から明らかである。 1952年には，貿易受取

額は約13億ドルであったのに対して，特需受取額は約８億ドルであるが，

ドル受取額だけに着目するならば，1952年の輸出によるドル受取額約４

億ドルに対して，特需はその倍の約８億ドルにも達している。特需は，

輸出の２倍のドルを稼ぎ出したことになる。 1951年～54年の４ヵ年を通

じて，輸出によって稼ぐドルよりも，特需によって稼ぐドルの方が多かっ

た。

　　　表２　特需外貨収入高の物資・サービス輸出外貨収入高に対する比率
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図４　輸出と特需によるドル収入比較(195０一58年）

　　Ill　朝鮮特需

１　朝鮮特需と日本経済

　(1)朝鮮特需の発生

朝鮮戦争の勃発　1950年６月25日に朝鮮戦争が勃発した。アメリカ政府

は，６月26日，38度線以南の地域への海空部隊の投入を決定し，27日に

は海空部隊の行動範囲を38度線以北まで拡大した。さらに30日には，マ

ッカーサーの提言を容れて，地上軍の投入を決定した1)。日本に駐留する

第８軍第24師団長に出動命令が下ったのは，30日夜であった2)。また，６
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月27日の国連安保理事会の決議にもとづいて，７月７日に国連軍が創設

され，アメリカヘの国連軍指揮権の付与が決定された。７月25日に，国

連軍総司令部(General Headquarters,United Nations Command）が東京（第一生

命ビル）に設置され，マッカーサー連合国最高司令官が国連軍司令官を兼

任した3）。

　本稿では，1950年６月25日の朝鮮戦争の勃発から，1951年６月末まで

の特需を，「朝鮮特需」と呼びたい。

　1951年６月で区切るのは，1951年６月23日にソ連国連代表マリクが停

戦交渉提案し，７月10日に休戦会談が開城で始まったことにより，朝鮮

戦争が一段落したからである。 1951年半ばまでの特需が，直接に戦闘に

かかわる物資・サービスが中心を占めたのに対して，その後の「新特需」

は，在日米軍基地の維持のための物資・サービスと，東南アジア援助物資

が中心を占めるようになる。また，朝鮮特需の中には実際には兵器が含ま

れていたとはいえ，公式には武器生産は禁止されていたので，大規模な兵

器特需は発生しなかった。 1952年３月に, GHQ/SCAPにより武器生産が

許可されると，兵器特需が特需のなかで大きな比重を占めるようになった。

特需発注の開始　朝鮮戦争にともなう物資・サービスの調達は，輸送面か

ら始まった。物資調達については，当初は，占領軍の備蓄品が用いられた。

　最初の特需は，南朝鮮軍（韓国軍）の支援のための物資輸送と，朝鮮か

らの連合国民間引揚者の輸送であった。６月26日，陸前山王（宮城県）か

ら瑞穂（東京都）までの弾薬類14両の発送命令が国鉄に対してなされた。

また，同日，朝鮮からの引き揚げ連合国民間人受け入れのために，汐留駅

のホームを明け渡すようにとの命令が，同じく国鉄に対してなされた4）。
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それに続いて，６月30日に連合国軍の出動命令が出され，翌日７月１日

から兵員および土木資材，兵器，食糧の輸送が始まった5)。補給輸送が本

格化したのは，出動輸送が一段落した後，８月25日に兵站司令部が設置

されてからである6)。

　第８軍と国鉄との間に役務提供契約が締結されたのは，７月10日であ

り，以後，朝鮮戦争に伴う輸送に対しては，ドルで支払がなされた7)。

　海運の場合は，鉄道輸送ほど詳細な史料はないが8)，朝鮮戦争勃発と同

時に調達が始まったようである9)。

　邦船による韓国と間の貨物輸送は，６月27日付ＧＨＱ/ＳＣＡＰ民間運輸

局(ＣＴＳ)指令によって一旦，停止されたがlo)，7月１日付けで, GHQ/

ＳＣＡＰは，日本船舶が韓国向けの重要物資を輸送するため韓国海域を航

行することを許可し，民間輸送が再開された11)。軍需調達は，これとは別

にMSTS (MilitarySea TransportationService)と日本船主との間の契約によ

って実施された12)。7月８日には，全日本海員組合と商船管理委員会との

間で，占領軍によって用船された日本船の海員への危険手当に関する協定

書が締結された13)。

　このように，朝鮮戦争の勃発直後は，米軍は，第８軍等の兵士と，在日
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米軍が保有する兵器等の軍需物資を朝鮮半島に緊急輸送することに忙殺さ

れた。

　物資については，当初は，緊急補給物資の買い上げが主であったが，７

月中ごろから先物に対する発注が始まった14）。特需発注により在庫品が一

掃された顕著な事例としては，鉄道車両が挙げられる。業界の機関車の在

庫23両，約５億円がたちまちにして現金化した15）。特需は，「どん底に喘

いでいた車輛工業に対して正に起死回生の役割を果し」たのである16）。

　ＧＨＱが初めて特需契約高の集計値を発表したのは，８月５日である

が，６月25日から８月５日までの特需契約高合計は，物資51万ドル，サ

ービス76万ドル，計127万ドルであった。

在日兵姑司令部（JLC）の設置（1950年８月25日）朝鮮戦争勃発直後は，

在日米国機関は，相互に調整せず，無秩序に調達を行った。発注の経路は，

つぎの５通りであった17）。

①第８軍調達部（ドル建）

②海軍海上軍需輸送部（ドル建）

③第５空軍（ドル建）

④特別調達庁経由（円建〓終戦処理費立替）

⑤ＥＣＡ資金によるＧＳＡの調達18）（ドル建）
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⑥韓国政府資金19)(ドル建または円建)

　朝鮮特需発生から2～3週間は，終戦処理費による立替払い，円建小切

手による支払2o)が主であったが，７月13日に朝鮮特需の直接契約，ドル

払いの原則が確立した。すなわち，朝鮮戦争のために調達する物資・サー

ビスについては，アメリカ政府が支払うこととなったのである。以後，特

需の支払は，原則として，軍経理部が業者に交付するドル小切手(Treasury

Check)によって行われ，ドル小切手を受取った日本の業者は，それ外国

為替銀行で円に換えることとなった。

　７月に入り, GHQ/SCAPと極東軍司令部は，｢緊急調達｣(＝朝鮮特需)

を全体的に調整するシステムを構築する必要に迫られた。

　解決を要する問題は，①朝鮮戦争のための調達，②占領目的の調達，②

アメリカ政府の対外経済協力のための域外調達の三者の調整であり，さら

に①については，陸軍，海軍，空軍の調達間の調整の問題があった。調達

を任務とする米極東軍参謀第４部(G4)は，G4が日本における米国各機

関の調達の一元的管理を行なうことに関心を持った。他方, GHQ/SCAP

経済科学局(ESS)は，朝鮮戦争のための調達が日本経済に与えるインパク

トに鑑みて，日本経済に責任を持つESSが各機関を調整する権限を持つ

べきだとした。

　８月末までに，①陸軍，海軍，空軍の日本における調達を陸軍(第８軍)
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に集中し，②在日各機関は日本におけるアメリカ政府予算による調達につ

いて, GHQ経済科学局と調整を行うことで，関係部局の合意が成立し

た21)。1950年８月25日に，全占領軍の調達を担当するための新たな機関

として，在日兵站司令部(ＪＬＣ; Japan Logistic Command)が横浜に設置され

た(司令官ウォルター・ワイブルWalter Ｌ. Weible)。日本に駐留していた第８

軍傘下の４個師団のうち３個師団までが朝鮮に送られ，第８軍司令部も朝

鮮に移動したためＪＬＣが新設されたと言われる22)。以後，軍の調達は

ＪＬＣの調達部(Procurement Section)が一元的に実施することとなった。

日本側の協力体制　吉田首相は，1950年７月14日の施政方針演説におい

て，朝鮮戦争に対する日本の協力について次のように述べた23)。｢万一大

戦争の勃発した場合，軍備撤廃の結果わが安全保障は国民懸念の中心であ

ったが，国際連合の今回の措置はわが国人心の安定に益するところはなは

だ大なりと信ずる。わが国は，現在積極的にこれに参加する立場にはない

が，可能な範囲内でこれに協力することは当然のことと信ずる。｣

　山崎静雄が指摘するように24)朝鮮戦争への日本のスムースな動員は，

占領体制抜きには考えられない。国連軍は実質的には米軍であり，その中

核は，占領軍の米陸軍第８軍であった。連合国最高司令官マッカーサーは，

国連軍最高指揮官を兼任した。大橋武夫国務大臣(法務府)は，国会の答
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弁で，日本政府は，連合国最高司令官の発した命令に日本政府が服するの

は当然であるという論理によって，占領目的からは外れる朝鮮戦争のため

の調達命令であっても，これに従うのが当然だと述べた25)。

　占領のシステムが朝鮮戦争の調達に役立った主な事例を挙げておこう。

　まず，占領用の物資・サービスの調達機関として設けられていた特別調

達庁の役割である。朝鮮戦争のための物資調達は，主として在日兵站司令

部の調達部が行なったが，サービス(工事，労務など)については，特別調

達庁が担当し，その費用は国連軍関係分として後日，償還を受けるケース

が少なくなかった。基地労働者の調達や，基地工事などに，特別調達庁は

不可欠の存在であった。

　つぎに, PD (ProcurementDemand)工場の存在が指摘できる26)。ＰＤ工場

とは，占領軍が特定業者に設備の管理を命じ，軍の需要のために利用する

工場のことである。自動車，旧航空機などの工場を中心にＰＤ工場の指

定を受け，車輛の修理などに当った。朝鮮戦争が勃発した時に，ＰＤ工場

はただちに，特需向けの生産・修理に従事する態勢を整えることができた。

　調達物資・サービスの費用負担については，朝鮮戦争のための調達はア

メリカ側の負担という原則が公表された。とは言え，占領軍と国達軍とは

一体であったので，占領のための調達と，朝鮮戦争のための調達とを，明

確に区別することは不可能であった。事実，両者が混同されるケースは少

なくなかった。また，日本側は調達の内容を点検する権限は持たなかった

ので，アメリカ側の申告を受け入れるしかなかった27)。

　日本側の負担でとなった朝鮮戦争のための物資・サービスが，どの程度

存在したかを数量的に把握することは，おそらく不可能であろう。政府予
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算を見ると，昭和25年度においては，ほぼ前年度並の約956億円の終戦

処理費支出（昭和24年度は約964億円）がなされている28）。米軍の朝鮮半島

への大移動で，昭和25年度の占領軍経費は軽減したはずである。それに

もかかわらず終戦処理費支出額が減っていないことから，日本の総負担額

が前年度並となる範囲内で，朝鮮戦争調達のコストを日本側に負わせたと

いう解釈も成り立つ。

　（2）朝鮮特需の内訳

物資特需　朝鮮特需期（1950年６月～51年６月）では，勃発直後の８月～10

月に契約が集中している（図5）。契約高は，朝鮮戦争開始直後に急増し，８

月には5,935万ドルのピークに達した。その後，11月には1,953万ドル

　　　　　図５　特需契約高　月別推移（1950年７月～52年３月）
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にまで落ち込み，以後1951年前半までほぼ2,000万ドル台を推移した。

　1951年６月までの，朝鮮戦争開始後１年間の内訳では，繊維織物類，

金属及び金属製品が1/4ずつ，機械類が約1/5を占め，残りは，木材及び

紙類，化学製品，非金属（＝石炭等）が占めた（図6－1）。

　時間の推移にしたがって，特需物資の内容にも変化が見られる。朝鮮戦

争勃発直後にもっとも発注が多かったのは自動車で，最初の２ヵ月間（8

月28日まで）の特需契約額の２割を占めた。その後，1950年末にかけて

鉄鋼や毛織物が増大し，1950年末現在の契約額累計では，鉄鋼および鉄

鋼製品が2,978万ドルに達し，自動車の2,432万ドルを抑えて，トップに

立った。

　朝鮮戦争のために調達された個々の物資を見ると，繊維では，木綿生地，

毛布，麻袋，化学製品では薬品，金属では橋梁用鉄鋼材，有刺鉄線及び有

刺鉄線を張るための鋼柱，機械類では，蒸気機関車，鉄道貨車，トラック，

乾電池29）などが主要なものであった（表3）。

サービス特需　サービス特需の内訳は，資材・施設の修理加工がもっとも

多く，４割近くを占め,輸送が23%,建設が13％という順である（図6－2）。

　ただし，特需統計のサービス調達には，占領軍による労務者の雇用は含

まれていない。労務者の調達は，在日兵站司令部（ＪＬＣ）ではなく，日本側

の調達庁が担当したためである。ＬＲ労務者3o）と呼ばれた占領軍常雇労

務者数は，1950年上半期の21万人台から，1951年６月１日には29万
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図6－1　特需物資の部門別内訳（1950年７月～51年12月）
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表３　主要特需物資契約高(1950.6.25－51.6.17）
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図７　占領軍常用労務者数の推移（1949年１月～51年７月）

7,000人まで増加した(図7)。

　公共職業安定所取扱の労務者数の統計によれば，1950年7～9月の３ヵ

月，毎月，２万人を越すＬＲ労務者(常用・臨時)の雇用があり，その後

も，1951年５月まで，毎月１万人程度の新規雇用があった31)。職種は，

修理工，運転手，人夫，土工，荷扱夫，警備などに及んだが，常用労務者

については修理工の需要が圧倒的に多かった32)。

　特需の影響により，一般の雇用情勢も好転した。　ドッジ・ラインのもと

での企業の合理化によって失業者が急増していたが，朝鮮戦争勃発後，失

業率，求人数とも好転し，賃金も上昇した33)。
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　(3)特需景気

特需景気の特徴　1950年下期から51年上期にかけて，特需景気が現出し

た。鉱工業生産指数は，1950年10月に戦前水準を突破した。景気拡大は

ほぼ１年間つづき，1951年６月をピークに，その後52年４月まで景気は

後退した34)。

　特需景気の特徴は，突然起きた爆発的な景気上昇，半年後に生じた投機

現象，1951年３月以降の価格の崩落と景気の終焉といった，景気の波の

短さ，激しさにその特徴を見出すことが出来る。

　こうした特徴は，基本的には，特需が朝鮮戦争勃発というは予期しない

大規模な外生的要因によってもたらされたことに由来する。しかし，それ

だけでなく，景気の波を大きくした国内的な要因が存在したことにも注意

を払う必要がある。

　まず，ドッジ・ラインによる統制解除と朝鮮戦争開始の時期とが重なっ

たことが挙げられる。価格，物資配給，設備投資などの統制が廃止された

ことにより，それまで抑えられてきた企業活動が一気に活発化し特需ブー

ムに弾みをつけた。

　また，朝鮮戦争勃発後に，政府・日銀が積極的な輸入促進政策をとった

ことも，景気の加速化に少なからぬ影響を与えた。とくに，輸入金融優遇

という形で，日銀が景気刺激的な金融政策をとったことが，1951年の初

めの広範囲におよぶ投機を引き起こした。

　以下では，まず各産業への特需の直接，間接の影響を見，ついで，この

時期に取られた経済政策を検討したい。

　朝鮮特需の産業への影響については，｢昭和26年産業連関表｣35)にもと
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づく米澤義衛の研究がある36）。米澤は，国内生産に対する特需の比率はそ

れほど高くない（1951年国内生産の1.82％）（表4）が，波及効果も考慮に入

れれば，特需がなかったとすれば，1951年に，国内生産は5.55％，付加

価値生産額は2.27％減少したであろうと推計した。さらに，朝鮮戦争を

契機とする世界的なブームによる日本の貿易拡大も存在しなかったとすれ

ば，国内生産，付加価値生産額の減少率は，それぞれ15.30％，6.25％に

も及んだであろうと述べている37）。米澤の研究は，朝鮮特需の産業に対す

る影響が大であったとする通説を確認したものであるが，本稿も基本的に

この評価を受け入れている。

自動車産業　まず，特需からもっとも大きな直接的な利益を得た産業とし

て，自動車産業を取り上げよう。

　戦後自動車産業の復興は，朝鮮特需を抜きには語れない。

　1950年７月10日に，米陸軍第８軍調達部から日産，トヨタ，いすずの

自動車３社に対して正式発注の内示があり，50年７月末，８月，51年３

月の３次にわたって正式契約が結ばれた38）。警察予備隊向けに米軍が買い

上げた車輛（約1,600台）を含めて，1951年６月までに契約・納入された

台数は１万1,940台であった（表5）。完成自動車の特需は，基本的にこの

３次で終了し，その後の自動車企業に対する発注は主として修理だけであ

った。特需車輛は，軍用トラック，ダンプ・トラック，カーゴ・トラック，
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表４　特需および輸出依存度（1951年）
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表５　朝鮮特需向け車両内訳

ウォータータンク・トラックなどのトラックであった39)。

　年間約１万2,000台という特需の規模は，現在の自動車生産の水準から

見れば微々たるものにすぎないが，1950年10月～51年６月の普通車販売

台数の49％を占めたことからも明らかなように40）,当時の生産規模から

すればきわめて大量の発注であったのである。

　ドッジ・ラインの不況で経営が悪化し，1949年～50年上半期にかけて

大幅な人員整理を実施するような状況にあった自動車企業各社(1949年９

月26日いすゞ自動車，同年10月５日日産自動車，50年４月22日トヨタ自動車が
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人員整理を発表41))は，特需によって息を吹き返した。日産，トヨタの両社

は，1950年上期には無配であったが，1950年下期，51年上期には, 20%

～30％の配当を実現した42)。

　特需は企業業績の改善をもたらしただけでなく，政府や日本銀行の政策

や，世論一般の自動車産業に対する見方を変化させた。一万田日銀総裁が，

｢輸出を伸ばすといっても国際分業の建前にそうべきで，たとえば日本で

自動車工業を育成しようと努力することは意味をなさぬ｣と発言したのは，

朝鮮戦争勃発のわずか２ヵ月前の1950年４月12日のことであった43)。自

動車産業を育成しようという声は，朝鮮戦争前には弱かった。

　特需産業として自動車産業が重視された結果，1950(昭和25)年下半期

には，アメリカから機械設備を輸入するための外貨割当が認められ44)ま

た，1951年３月には，1950年度の見返資金の私企業直接投資追加分とし

て7,000万円の融資が，日産，トヨタ，いすゞの３社に対して認められ

た45)。

繊維産業　つぎに，特需の間接的効果が大きかった産業の代表として，

｢糸へん景気｣に沸いた繊維産業を見てみよう。

　特需物資に占める繊維産業のなかで，繊維製品が占める割合が大きかっ

たことは，前に見たとおりである。しかし，それは製品の売上において，

特需の比重が大きかったこと意味するわけでなない。繊維産業のなかで，

特需により直接的な利益を受けたのは，土嚢用麻袋の素材を生産する製麻

業だけであり，綿業や合成繊維などの主力繊維産業では，輸出と内需の急

増による間接的な効果の方がはるかに大きかった。
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表６　繊維製品の輸出と内需

　朝鮮戦争勃発と同じ時期に実施された，繊維産業の設備統制撤廃も生産

拡大を刺激したｇ綿紡績は1950年６月，毛紡績とスフ紡績は７月，化学

繊維は10月に, GHQ/SCAPによって設備の上限が撤廃された。６月に

400万錘の枠が撤廃された綿紡績業では，「新々紡」と呼ばれる新規参入

業者が相つぎ，1951年末には国内の紡錘数は600万錘を突破した46）。ま

た，1951年には綿織物輸出量は世界第１位を記録した。

　繊維産業の好調には，輸出の増進以上に，内需拡大の果した役割が大き

かったように思われる。 1950年から52年にかけては，内需の伸びが，輸

出（特需を含む）の伸びを上回った（表6）。

　1951年上期の法人所得ベストテンの大部分は，繊維企業で占められ

た47）。紡職業の企業は,平均して,1950年下期40.57%,51年上期40.00％
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もの高配当を実現した48）。

　中小の化学繊維織物業の場合には，アジア地域を中心に輸出が伸び49），

いわゆる「ガチャマン景気」（織機がガチャッと動くたびに１万円になるほど

の好景気の意）を現出した5o）。しかし，人絹糸の高騰は著しく，「原糸高の

製品安」の状況に置かれ，必ずしも安定した利益を得られたわけではなか

った51）。人絹糸相場（人絹ビス糸120D, 100ポンド）は，６月末に１万9,400

円だったのが，８月８日には４万5,000円にまで値上がりし，８月24日に

通産省が，価格抑制，暴利取締要綱を出すにいたった。オッパ取引と呼ば

れる,原料糸や織物の投機的取引も横行し,ブームに拍車をかけた52）。 1951

年2～3月には原料糸不足が深刻化し，福井県などで「糸よこせ運動」が

起きたほどであった53）。

鉄鋼業「糸へん景気」と並び称されるのが，「金へん景気」である。

　金属・金属製品は，1950年６月～51年６月の特需総額の1/4を占めた。

しかし，国内鉄鋼生産量に対する特需の比重は，1950年度に6.2%であ

り，さして高くはなかった54）。しかし，海外需要だけを取り出すならば，

戦後いち早く輸出産業として復活した繊維産業とくらべ，鉄鋼の輸出はま

だ活発ではなかったので，特需は輸出を補完する役割を果した（表7）。

　特需用の鉄鋼製品は，一次製品がレール，小型棒鋼，大型形鋼，鋼矢板

など，二次製品が有刺鉄線，ドラム缶，釘などであった。
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表７　鉄鋼特需と輸出

　鉄鋼輸出は，世界的な鉄不足や思惑取引により急増し，輸出量は，1949

年の24万トンから50年61万トン，51年102万トンに増大した。棒鋼の

国際価格は，アントワープＦＯＢ価格が特需開始から１年間で３倍にも高

騰した55）。

　特需による鉄鋼ブームのなかで，鉄鋼企業は，通産省の「昭和26年度

鉄鋼生産目標400万トン」に呼応して，1950年秋から51年初めにかけて，
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設備拡張計画を立てた。これらの案をもとに，「鉄鋼第一次５ヵ年計画」

（1952年２月）が策定された56）。朝鮮戦争は，３次に亘る鉄鋼合理化計画の

端緒をつくったと言えよう。

　特需景気による鉄鋼生産の拡大により，戦後鉄鋼業の抱える弱点はいっ

そう明瞭になった。原料炭については，中国貿易が禁止されたため，戦前

から輸入していた優良な開浬炭の輸入が不可能にり，アメリカからの輸

入に頼らねばならなくなった57）。鉄鉱石も，当面はアメリカから輸入した

が，コストの画で，東南アジアからの輸入を促進する必要性が強まった。

1951年～51年の「日米経済協力」構想の柱の１つとして，東南アジアの

資源開発が立てられた理由の一端は，鉄鉱石入手の緊急性にあった58）。

建設業　建設業の場合は，特需との関係において，他の産業と異なる特色

がある。

　まず第１に，建設業に対する在日米軍（連合国軍）の需要は，占領初期

においてすでに巨額に上っており，朝鮮戦争によって活況を呈したわけで

はなかった。特需は，占領の後半期に入ってから，とくにドッジ・ライン

の施行によって，顕著に減少し始めた米軍の発注を回復させる効果を持っ

た。

　自動車産業の場合も，占領初期から在日米軍の需要はあったが，それは

修理作業に限られており，規模の点で朝鮮特需とは比べものにならないほ

ど小さかった。

　これに対して，建設業の場合は，占領初期においては，占領軍から仕事

の大半を得ていた。占領軍工事は，日本の建設工事予算の2/3までをしめ，

土建業者の仕事の５割から９割が，占領軍関係の工事であった59）。
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表８　朝鮮戦争勃発直後の１億円以上の特需工事

　ドッジ・ラインの時期に，占領軍関係工事件数（大工事関係完了ＰＤ件数）

は，1948年の1,288件から，49年には679件に減少していたが，朝鮮戦

争の結果，50年には906件に回復した6o）。建設関係特需契約高は，1951

年７月１日までに1,130万ドル（約40億円）となっている。朝鮮戦争勃発

直後の１億ドル以上の工事としては，千歳，三沢，厚木，板付などの飛行

場拡張工事が目立つ（表8）。

　第２の特徴は，朝鮮特需に先立って，沖縄基地建設工事の発注が始まっ

ていたことである。

　沖縄の軍事基地化の方針は，1948年３月25日の「米国の対日政策に関

する勧告」（PPS28）により提起され，その改定案のNSC 13/2（1948年５月
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26日）を経て, NSC 13/3（1949年５月６日）において，アメリカ政府の政

策として正式に確定した。沖縄基地化のための予算5,800万ドルは，1950

米会計年度に計上された61）。基地建設の第１回入札は，1950年４月に実

施された62）。このように，沖縄の基地建設は，朝鮮戦争以前に計画されて

いたのであるが，建設工事が実施された時期は，朝鮮戦争と時期的に重な

ることになった。

　日本銀行の推計によれば，1951年６月までのドル払い支払工事発注額

は，朝鮮向け（組立式キャンプ，本橋等）13億円，日本本土（主として飛行場

・建設）30億円，沖縄（軍事基地建設）160億円の計203億円(5,600万ドル）

にのぼった63）。

輸送業　海運関係では，国連軍による船舶の傭船は，戦争の開始と同時に，

外航船舶を中心に飛躍的に伸びた64）。しかし，戦争勃発直後の７月の66

隻をピークに，10月以降は，急減し，1951年５月には19隻にまで落ち込

んだ（図8）。

　一般の船舶の需要もほぼ同じ推移を示した。欧米諸国が戦略貯蔵用物資

を大量に買付けたこと，日本の原料輸入先が中国からアメリカ等に転換し

たために輸送距離が伸びたことなどから不定期船運賃は急上昇し，1951

年５月には朝鮮戦争前の３倍の水準にまで達した。しかし，マリク休戦提

案とともに運賃は下がり始め，52年に暴落し，朝鮮戦争の前の水準にま
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図８　特需によるMSTS（米軍海上輸送部）傭船の推移（1950年７月～51年６月）

で下がった65）。

　他方，鉄道貨物輸送は，戦争勃発後，ほぼ漸増傾向を示し1950年７月

の約46万トンから，1951年６月の約82万トンにまで増大した（図9）。

1951（昭和26）年度第４四半期（1951年１月～3月）の使用貨車数は１日平

均1,440輛，国鉄全使用貨車の17％を占め，一般貨物輸送を圧迫するに

至った66）。

商社　輸入ブームは，1951年1～3月に頂点に達し，綿花や「新三品」（油

脂・皮革・ゴム）を中心に，投機的な取引が行われた。結果的には，もっ
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図９　特需貨物輸送トン数の推移（1950年７月～51年６月）

とも国際的に価格が高騰していた時に，大量に物資を買い付け，その後の

価格下落時に巨額の損失を抱え込む結果を招いた。 1950～51年の商社の

活動は，特需景気の投機的側面を集中的に反映している。

　｢新三品｣の１つである皮革は，1950年５月までに牛革に関する配給・

消費・価格の統制が一切廃止されたことから，戦後，原革の入手難に悩ん

できた業者が買付に殺到したために，1951年1～3月の最高値の時に輸入

量がピークに達する結果となった67)。

　生ゴムの場合には，朝鮮特需による自動車タイヤ，チューブ，履物など

が大量発注が引き金となって，ゴムエ業は活況を呈し，生ゴムの需要が急

増した68)。世界的な原料獲得競争による原料難,価格上昇に煽られて,1951

年1～3月に備蓄を目的とした大量の生ゴムの買付を行った。しかし，３
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月６日にアメリカが備蓄買付停止を声明すると，一転して生ゴム価格は急

落した。

　1951年春の「新三品」の暴落は，投機的取引を行っていた繊維系商社

に大きな打撃を与えた。 51年夏には，貿易商社は，「新三品」などの値下

がりした輸入物資を抱え，資金難にあえいでいたところへ，綿糸布など輸

出滞貨も累増して，苦境に立たされた。通産省の概算では，51年８月現

在で，輸入滞貨の値下がり損約180億円（大豆63億円，生ゴム50億円，原

皮23億円など），輸出滞貨の値下がり損約60億円（綿布43億円，化繊15億

円など）と推定された69）。

　商社は，商業手形の繰り回し，ユーザンス期限後のスタンプ手形利用な

どによって，経営悪化を糊塗した結果，７月の景気沈滞期に破綻は表面化

せず，11月になってから中小商社の破綻が表面化した7o）。大商社の整理

は，年を越して52年春に決着がついた。江商，高島屋飯田，兼松の三社

は，日銀の融資斡旋制度により71)救済借景を受けた72）。なお，その他の

有力商社の伊藤忠，丸紅，日綿，東綿などは，紡績会社，銀行が債務を棚

上げすることにより救済された73）。
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企業収益と株価の推移　企業収益の動向を，全国主要企業を対象とした三

菱経済研究所『本邦事業成績分析』によって見てみよう（表9）。

　全産業の利益率は，1950年上期には，朝鮮戦争前の49年下期を4.69

ポイント上回ったが，さらに，50年下期には50年上期の２倍を越える

29.74％に達した。朝鮮戦争の効果は，50年上期から51年下期まで２年

間にわたって看取できる。業種別に見ても，50年下期ないし51年上期に

　　　　　　　　　　　表９　業種別自己資本利益率
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図10　平均株価の推移

利益率がピークに達している業種が多い。

　とくに繊維産業は，1950年下期に60.06％という高い利益率を記録し，

｢糸へん景気｣を企業利益の面でも裏付けている。

　株価は，企業利益上昇にすぐには反応しなかった。株式ブームが起きた

のは，特需景気も一段落した1952年のことであった。

　ドッジ・ラインの引き締め政策，再建整備企業の株式の大量発行などに

より，1949年後半に暴落した株価は，50年前半も低迷しつづけた(図10)。

朝鮮戦争の勃発も株価上昇の引き金とはならず，株価は，1950年７月６

日に，東京株式取引所開所以来の最低値(東京市場225種の単純平均株価62

円30銭)をつけた74)。その後７月１ｌ日，12日には｢熱狂相場｣になり75)，8
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月21日に84円４銭まで上昇したものの，上昇局面は長くは続かなかった。

株価は，その後下落，低迷し，「秋高相場も期待外れ」に終わり76)1950

年末にも単純平均株価は72円台にとどまった。明らかに市場は，朝鮮戦

争の行方を不安視していた。

　その後も，株価上昇のペースは緩やかであり，ようやく，1951年半ば

から上昇に転じたのである。

　株価が，企業収益の増大に敏感に反応しなかった大きな原因は，証券市

場が末整備なことにあった77）。戦後，1949年５月に再開された証券取引

所が，ようやく流通市場としての機能を果し始めたのは，1951年６月の

信用取引（レギュラー・ウェイ）の開始，同じく51年６月の投資信託の再

開（投資信託法公布施行）以降であった78）。
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